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[結果] 第 1研究では, A県中部・西部地域に設置されているセンター (66施設/448名) の職員に対し,
センターに持ち込まれる事例の“困難さ”や“不得意感”に関する実態を調査した。調査期間は 2021年
1 月 5 日∼1 月 29 日.回答数は 206 名(回収率:45.9％)であった.回答者の専門資格は,保健師・経験のあ
る看護師 61 名(30.5％),社会福祉士 70 名(35.0％),主任ケアマネジャー50 名(22.5％),その他(介護支






0.036),意欲がない方の対応(ｐ＞0.025)など有意な関連が確認された.第 2 研究では,A 県 B 市内に開設
されている 4 センターに勤務する職員 8 名（保健師・経験のある看護師:3 名,社会福祉士:3 名,主任ケ
アマネジャー:2 名）に調査を実施した.面接は,グループ・インタビュー法が 6 名,個別面接法が 2 名で
あった.語りから,センターの職員が事例に対峙する際の“待つ姿勢”や“相手の価値観を受け入れる生
活の捉え方”,対象者や関係者,他機関と“関係性を繋ぐ情報共有の仕方”など,困難事例に対応する際に
用いている能力要素が確認された.  
[考察]困難事例の“困難さ”や“不得意感”は,経験年数と関連があり,困難事例の対応は,専門資格を超
える“経験に基づくテクニック”を身に着けていく必要性が示唆された. 
